（別紙様式１）
環境と経済の好循環のまちモデル事業の概要

まちづくり協議会又は市町村等作成
	地方公共団体名
	
	人口
	

	モデル事業名
	

	地域のコンセプト
	

	３か年要望額
	千円（交付金　　　千円、委託費　　　千円）

	地域で目指す環
境と好循環の姿
	

	幅広い参加
	

	事 業 概 要
	委託
事業概要
	

	
	交付金
事業概要
	

	
	関連
事業概要
	


	活用される
地域資源
	

	各主体による

連携の状況

（協議会の設置等）
	

	事業のモデル性
	

	環 境 保 全 効 果
	二酸化炭素

排出削減効果

（直接効果）
	

	
	その他
	

	経済活性化効果
	


（別紙様式２）
環境と経済の好循環のまちモデル事業
３か年事業計画書
まちづくり協議会又は市町村等作成
	都道府県名
	
	市区町村名
	

	まちづくり協議会名
	（未設置の場合には空欄）

	１．連　絡　先
	事務担当者：
	
	Tel.
	

	
	
	
	Fax.
	

	
	
	
	E-mail
	

	
	事業担当者：
	
	Tel.
	

	
	
	
	Fax.
	

	
	
	
	E-mail
	

	２．モデル事業名
	

	３．要　望　額
	委託事業分
	交付金事業分
	合　　計

	
	１８年度
	千円
	千円
	千円


	
	１９年度
	千円
	千円
	千円

	
	２０年度
	千円
	千円
	千円

	
	３か年合計
	千円
	千円
	千円

	４．要望額積算内訳
	別紙１、別紙２

	５．提案の概要


	６．影響構造図



	７．地域における環境保全上の課題と取組の現状
（既に実施している二酸化炭素排出削減に資する施策等を含む）




	８．３か年事業計画

	（１）18年度事業計画

	
	①委託事業
概要：
ア　□□事業
イ　△△事業
ウ　××事業



	
	②交付金事業

概要：
ア　□□事業

イ　△△事業

ウ　××事業


	
	③関連事業

概要：
ア　□□事業

イ　△△事業
ウ　××事業


	（２）19年度事業計画

	
	①委託事業
概要：
ア　□□事業

イ　△△事業

ウ　××事業



	
	②交付金事業
概要：
ア　□□事業

イ　△△事業

ウ　××事業



	
	③関連事業

概要：
ア　□□事業

イ　△△事業

ウ　××事業



	（３）20年度事業計画

	
	①委託事業
概要：
ア　□□事業

イ　△△事業

ウ　××事業



	
	②交付金事業
概要：
ア　□□事業

イ　△△事業

ウ　××事業



	
	③関連事業

概要：
ア　□□事業

イ　△△事業

ウ　××事業




	９．モデル事業の実施による環境保全効果の目標とその根拠

（交付金事業の直接的ＣＯ２削減効果の詳細については別紙３を参照）

	10．モデル事業の実施による経済活性等の効果の目標とその根拠



	11．主体となる協議会名及びその構成

	・協議会名
【　既設／見込み　】
	

	・協議会の活動内容
	

	・構成員
【　実績／見込み　】
	

	12．地域の概要及び特徴

	・人口
	

	・自然・産業の概要
	

	・その他
	


（別紙１）

委託事業要望額積算内訳書
モデル事業名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）
	
	事業名
	要望額
	積算内訳

	18年度
	ア．□□事業
	
	

	
	イ．△△事業
	
	

	
	ウ．××事業
	
	

	19年度
	ア．□□事業
	
	

	
	イ．△△事業
	
	

	
	ウ．××事業
	
	

	20年度
	ア．□□事業
	
	

	
	イ．△△事業
	
	

	
	ウ．××事業
	
	


（別紙２）

交付金事業要望額積算内訳書
モデル事業名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）
	
	事業名
（事業主体）
	導入設備
	事業額
	交付金要望額
	事業主体等の負担額
	積算内訳

	18年度
	ア．□□事業
（　　　　）
	
	
	
	
	

	
	イ．△△事業
（　　　　）
	
	
	
	
	

	
	ウ．××事業
（　　　　）
	
	
	
	
	

	19年度
	ア．□□事業
（　　　　）
	
	
	
	
	

	
	イ．△△事業
（　　　　）
	
	
	
	
	

	
	ウ．××事業
（　　　　）
	
	
	
	
	

	20年度
	ア．□□事業
（　　　　）
	
	
	
	
	

	
	イ．△△事業
（　　　　）
	
	
	
	
	

	
	ウ．××事業
（　　　　）
	
	
	
	
	


※導入設備については、設備の能力、基数も記述すること。
※事業主体等の負担額については、各事業毎に当該資金を負担する主体とその負担額を記載すること。

（別紙３）

交付金事業の直接的CO2削減効果
モデル事業名　　　　　　　　　　CO2削減量合計　　　　　CO2-t / 年
	
	事業名
（事業主体）
	導入設備
	CO2削減量
	計算式

	18年度
	ア．□□事業
（　　　　）
	
	
	①計算の前提条件

②粗CO2削減量…　　　( CO2-t / 年)
計算式 =

③CO2発生量…　　　( CO2-t / 年)
計算式　＝

④CO2削減量= ②-③ = 　( CO2-t /年)

⑤その他

	
	イ．△△事業
（　　　　）
	
	
	

	
	ウ．××事業
（　　　　）
	
	
	

	19年度
	ア．□□事業
（　　　　）
	
	
	

	
	イ．△△事業
（　　　　）
	
	
	

	
	ウ．××事業
（　　　　）
	
	
	

	20年度
	ア．□□事業
（　　　　）
	
	
	

	
	イ．△△事業
（　　　　）
	
	
	

	
	ウ．××事業
（　　　　）
	
	
	

	合計
	
	
	
	


※導入設備については、設備の能力、基数も記述すること。
※導入設備で製造された製品が使用されてはじめてCO2削減効果があるものについては、当該製品の供給・使用計画及び原材料の収集計画を記載すること。


















































































































PAGE  
9

